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○さいたま市自転車等駐車場補助金交付要綱 

平成13年５月１日 

告示第83号 

改正 平成22年３月31日告示第438号 

平成25年３月29日告示第445号 

平成30年３月28日告示第447号 

令和３年３月31日告示第571号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、駅周辺における放置自転車の解消及び自転車等駐車場（以下「駐車場」

という。）の適正配置の推進のため、市内の駐車場の設置者に対し補助金を交付すること

について、さいたま市補助金等交付規則（平成13年さいたま市規則第59号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（一部改正〔平成30年告示447号〕） 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 新設 新たに駐車場を設置することをいう。 

(2) 増設 既存の駐車場の収容台数を増加させるために駐車場を整備することをいう。 

(3) 新設等 新設又は増設をいう。 

(4) 自転車 道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）第２条第１項

第11号の２に規定する自転車をいう。 

(5) 原動機付自転車 法第２条第１項第10号に規定する原動機付自転車をいう。 

(6) 自動二輪車 法第３条に規定する大型自動二輪車及び普通自動二輪車をいう。 

(7) 自転車等 自転車、原動機付自転車及び自動二輪車をいう。 

（追加〔平成22年告示438号〕） 

（交付対象等） 

第３条 補助金の交付対象となる駐車場は、市内に新設等をする駐車場で、次に掲げる要件

を備えているものとする。 

(1) 公共の用に供される駐車場であること。 

(2) 市内の駅を中心におおむね300メートルの範囲内に設置される駐車場であること。 

(3) 新設等により増加する自転車等の収容台数（原動機付自転車及び自動二輪車にあっ
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ては、１台を1.5台として計算した収容台数。次条第２項において同じ。）が10台以上

であること。 

(4) 当該駐車場が継続して５年以上運営されること。 

(5) 駅周辺における放置自転車の解消及び駐車場の適正配置の推進に資すると市長が認

めるものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、新設等が都市計画上支障があると認められる場合は、補助金

の交付対象とはしない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものが新設等をする駐車場

は、補助金の交付対象としない。 

(1) さいたま市暴力団排除条例（平成24年さいたま市条例第86号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

(2) さいたま市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団 

(3) 役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準じる者をいう。）のう

ちに暴力団員に該当する者があるもの 

（一部改正〔平成22年告示438号・25年445号・30年447号〕） 

（補助金の額及び補助対象経費） 

第４条 補助金の額は、新設等に係る基準事業費の３分の１以内で、500万円を限度とする。

ただし、補助金の額に１万円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項に規定する基準事業費は、自転車等１台当たりの整備基準単価（建築基準法（昭和

25年法律第201号）第６条又は第６条の２の規定による建築確認（以下「建築確認」とい

う。）を要する駐車場にあっては10万円、建築確認を要しない駐車場にあっては６万円）

に新設等により増加した自転車等の収容台数を乗じて得た額とする。 

３ 実施事業費が前２項に規定する基準事業費に満たない場合は、当該実施事業費をもって

基準事業費とする。 

４ 前項の実施事業費は、駐車場の整備に必要な敷地内工事及び敷地内に必要器具等を設置

する経費（次に掲げる経費を除く。）とする。 

(1) 土地又は既存施設の取得に係る経費 

(2) 前号に掲げるもののほか、駐車場の整備に要する経費として適当と認められないも

の 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 

（交付の申請） 
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第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、新設等に係る工

事の着工予定日の30日前までに、自転車等駐車場補助金交付申請書（様式第１号。以下

「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、

補助金の交付を受けた駐車場を増設する場合においては、当該駐車場を開設してから５年

以上経過しているものとする。 

(1) 事業計画書（収入支出の予算を含む。） 

(2) 駐車場の位置図及び配置図 

(3) 駐車場用地の登記事項証明書及び公図 

(4) 申請者の納税証明書 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

（決定及び通知） 

第６条 市長は、申請書の提出があったときは、当該申請に係る内容及び必要な事項を調査

して補助金を交付するか否かを決定し、その旨を自転車等駐車場補助金交付・不交付決定

通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

（完了の報告） 

第７条 申請者は、補助金の交付対象となる駐車場の新設等に係る工事が完了したときは、

速やかに自転車等駐車場工事完了報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて市長に

報告しなければならない。 

(1) 領収書の写しその他工事代金を支払ったことを証する書類 

(2) 工事完成図面及び写真 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

（補助金の額の決定等） 

第８条 市長は、新設等が前条の報告書の内容並びに補助金の交付決定の内容及び条件に適

合すると認めたときは、補助金の額の決定をして、自転車等駐車場補助金額確定通知書（様

式第４号）により当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により通知を受けた申請者は、自転車等駐車場補助金請求書（様式第５号）

を市長に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 
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（開設の報告） 

第９条 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、その受領した日から

30日以内に、自転車等駐車場開設報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

(1) 利用料金表 

(2) 自転車等の収容台数を記載した書類（定期利用又は一時利用の別を記載したもの） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 

（運営状況の報告） 

第10条 補助事業者は、開設後５年の間、駐車場の運営状況について、自転車等駐車場運

営状況報告書（様式第７号）により、１年ごとに市長に報告しなければならない。 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 

（決定の取消し等） 

第11条 市長は、申請者又は補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定を取り消すことができる。 

(1) この告示に違反したとき。 

(2) 補助金を目的以外の用途に使用したとき。 

(3) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(4) 第３条第３項各号のいずれかに該当するとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付の目的が失われたと認めるとき。 

２ 市長は前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、自転車等駐車場補助

金交付決定取消通知書（様式第８号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（追加〔平成22年告示438号〕、一部改正〔平成25年告示445号・30年447号〕） 

（補助金の返還） 

第12条 市長は、補助金の交付の決定を変更し、又は取り消した場合において、既に補助

金が交付されているときは、自転車等駐車場補助金返還命令書（様式第９号）により、期

限を定めて、次に掲げる額の返還を命じるものとする。 

(1) 駐車場の運営期間（駐車場開設の日から、補助金の返還事由が生じた日までをいう。

以下この条において同じ。）が３年に満たないときは、補助金の交付額の全額に相当す

る額 

(2) 運営期間が３年以上４年未満のときは、補助金の交付額の２分の１に相当する額 
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(3) 運営期間が４年以上５年未満のときは、補助金の交付額の３分の１に相当する額 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 

（その他） 

第13条 この告示に定めるもののほか、駐車場に係る補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成13年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の大宮市民営自転車等駐車場補助金交付要綱

（昭和61年大宮市告示第108号）の規定によりなされた決定、手続その他の行為は、それ

ぞれこの告示の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成22年３月31日告示第438号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市自転車等駐車場補助金交付要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の申請に係る補助金の交付について適用し、同日前の申請に係る補助金の

交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年３月29日告示第445号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市自転車等駐車場補助金交付要綱の規定は、この告示

の施行の日以後の申請に係る補助金の交付について適用し、同日前の申請に係る補助金の

交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月28日告示第447号） 

この告示は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日告示第571号） 

（施行期日） 
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１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の各要綱の規定により作成されている

様式については、当分の間、使用することができる。 
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様式第１号（第５条関係）（表） 

（全部改正〔平成22年告示438号〕、一部改正〔平成25年告示445号・令和３年571

号〕） 

様式第１号（第５条関係）（裏） 

（追加〔平成25年告示445号〕、一部改正〔令和３年告示571号〕） 

様式第２号（第６条関係） 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

様式第３号（第７条関係） 

（全部改正〔平成22年告示438号〕、一部改正〔平成25年告示445号・令和３年571

号〕） 

様式第４号（第８条関係） 

（一部改正〔平成22年告示438号〕） 

様式第５号（第８条関係） 

（追加〔平成30年告示447号〕、一部改正〔令和３年告示571号〕） 

様式第６号（第９条関係） 

（全部改正〔平成22年告示438号〕、一部改正〔平成25年告示445号・30年447号・

令和３年571号〕） 

様式第７号（第10条関係） 

（全部改正〔令和３年告示571号〕） 

様式第８号（第11条関係） 

（追加〔平成22年告示438号〕、一部改正〔平成30年告示447号〕） 

様式第９号（第12条関係） 

（一部改正〔平成22年告示438号・30年447号〕） 

 


